
阪急連立事業 現況報告

増減項目
既発生分
(2020.3末)

増額理由

工事費の高騰 70億円
工事着手（2008年度）から2019年度までの物価上昇
（労務費・資材費）による増額及び今後の事業完了ま
での物価上昇による増額見込み

現地調査
により判明

90億円
現場詳細調査に伴い必要となった基礎構造の設計変更
や地中障害物撤去などによる増額

安全性の確保 44億円
新名神高速落橋事故（2016.4）を踏まえ、交差する鉄
道事業者等との協議により橋梁架設工法の安全対策強
化を求められ、必要となる対策による増額

合 計 204億円

（１）事業期間の延伸

（２）事業費の増額

１．リスクの現状と見通しについて

 東海道新幹線交差部の橋梁架設工事に係る安全対策などによる事業費や工程への影響を早期に明らかに
するとともに、工程短縮やコスト縮減についても検討を行い、工程も含めた増額リスクの管理に努める。

 今後の増額リスクを踏まえた工程、事業費の精査を進め、併せて費用便益分析を行い、2021(R3)年度に
大規模事業リスク管理会議に報告する。（参考：H29建設事業評価有識者会議時点におけるB/C＝1.28）

2016(H28)年度末用地取得完了予定 2021(R3)年度当初用地取得完了見込み

２．リスク管理方針と今後のスケジュール

用地取得の遅れにより完了時期が４年延伸見通し

【現計画 1,632億円 既発生分約204億円(2020.3まで) 今後の増額リスクは下表のとおり】

【 2027(R9)年度＜高架切替2024(R6)年度＞ ➡ 2031(R13)年度＜高架切替2028(R10)年度＞】

今後の増額リスク

• 直近５か年(2016～2020年）の物価上昇傾向が、2025(R7)年度まで継
続した場合、約30億円の増額が見込まれる

• 想定と実際の地質の違いに伴う設計の変更により基礎杭長及び基礎
杭・土留矢板の施工方法に関して増額が見込まれる

• 掘削工事に伴う新たな地中障害物の判明や、土壌調査に伴い新たな土
壌汚染が判明した場合に増額が見込まれる

• JR東海道新幹線やJRおおさか東線および既存の道路（６箇所）との交
差部における橋梁架設を実施していくなかで、落下防止等の安全対策
に要する架設設備の強化が必要となるため、今後の関係機関との協議
を踏まえた設計変更に伴い増額が見込まれる。



 トンネルと淀川堤防が一体となる特殊な構造となるため、有識者による

技術検討委員会※１で安全性を審議［2011(H23)～2017(H29)］

 現在の事業費・事業期間・主な構造（元計画）は、

淀川左岸線延伸部の事業化と合わせて、

技術検討委員会の審議内容等から2016(H28)年度末に策定※2

 大規模事業リスク管理会議は、市負担が総額500億円以上の事業が対象となるが、

淀川左岸線（2期）事業は対象外※3であった

現況堤防ライン

構造イメージ（トンネルと堤防が一体）

 2025大阪・関西万博の開催が決定［2018(H30).11］し、2019(R1)年度の博覧会協会などからの要請を受け、

シャトルバスのアクセスルートとしての暫定利用に向けて、事業の前倒しの取り組みを一層推進

 現地での調査の進捗と、工事の本格化［2018(H30)年度～］により、実際の現場条件と当初の想定との違いに

ついて確認を進めてきた

 実際の現場条件に基づく詳細な設計及び施工方法の見直しが2019(R1)年度末に完了したことにより、

増額リスクが明らかになった

１．事業費増額リスクの顕在化

元計画

1,162億円

［~2026(R8)年度末］

※1 構造・施工・維持管理の基本方針

※2 別途、詳細な検討が必要な状況

※3 本市負担498億円

これまでの経過

増額リスクが判明した時期

淀川左岸線（２期）事業 現況報告

１



（単位：億円）
２．事業費の増額

元計画
1,162億円

変更計画
1,918億円

これまでの
増額発生分
（～R2.3）

82億円

今後の
増額発生見込み
（R2.4～完成）

674億円

別途、阪神高速道路（株）負担あり

756億円増＋ ＝

項目
事業費変更の理由

番号については、次ページの想定されるリスク項目に対応
増額 既発生

（～R2.3）

今後発生見込み
（R2.4～完成）

安全性の確保 ２－➁仮堤防の基準（2重締切の設置期間）の見直し
１－①近接構造物等への影響対策（地盤改良工法変更） 等

144 18 126

現地調査後に判明 １－①現地詳細調査による土壌汚染範囲の拡大
１－①想定以上の軟弱地盤であったことによる工法変更 等

302 8 294

工事費の高騰 ２－①現時点（R1年度末）までの労務費、資材価格の上昇
２－①近年の傾向から想定される将来の工事費高騰リスク

270 130 140

設備工事費の増額 １－➁トンネル天井板落下事後の基準改定による機能追加
２－①工事費の高騰 等

114 － 114

コスト減額 ・トンネル構築ステップの見直しによる効率化
・落札差金 等

△74 △74
引き続きコスト
縮減に努める

合 計 756 82 674

２

別途、阪神高速道路（株）負担あり



３ 事業期間延伸※による事業費増加リスク

２ 社会情勢の変化による事業費増加リスク
① 物価や人件費高騰

➁ 設計基準・安全基準等の改定による設計等の見直し (例)・仮堤防の基準（２重締切の設置期間）の見直し

１ 不確定事象への対応による事業費増加リスク
① 施工中における不確定事象への対応

（例）
・トンネル設置のための開削時や鋼矢板打設時等における想定外の地中障害物撤去
・トンネル設置のための開削時における想定外の地下水（湧水）処理
・近接構造物等への影響対策（地盤改良工法変更等）
・想定外の土壌・土質状況の判明や、騒音・振動の発生、河川の水質への影響等への対応
・埋蔵文化財の発見 など

N

② 管理者間協議による制約への対応
・新たな安全対策（事故等の教訓による安全対策）
・工事期間の短縮（新たな工法等による）
・施工方法や材料等の指定

③ 自然災害への対応

④ 工期遅れに対する、万博時のアクセスルート利用に向けた工期短縮のための対応

➄ 万博時のアクセスルート利用に向けた市単独費負担による対応

（要因）

 国費配分額の不足

 施工中における不確定事象の発生への対応

 工事等の契約不調による再発注

 用地取得の難航

 地元の事業に対する反対運動等への対応

※ 万博時の利用を前提に、令和８年度末完成に対して
事業期間が延伸する場合

① 物価、人件費高騰に伴う事業費増加

➁ 有料道路費（阪神高速負担分）の減少

→ 街路事業費（本市負担）の増加

※ 万博時の利用を前提とした場合に
想定されるもの

３

３．リスク整理 想定されるリスク項目（顕在化したリスクを含む）



４

令和２年度事業再評価（費用便益分析結果） 事業全体 残事業

便益 走行時間短縮便益（億円） 11,103 2,546

（B） 走行経費減少便益（億円） 557 188

交通事故減少便益（億円） 68 42

計（億円） 11,728 2,775

費用 事業費（億円） 7,468 1,261

（C） 維持管理費（億円） 423 83

計（億円） 7,891 1,344

費用便益比（B／C） 1.5 2.1

※淀川左岸線（１期・２期）で費用便益分析を実施
※費用及び便益額については令和２年度の価値に換算
※費用及び便益の合計は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある

・令和３年１月14日に建設事業評価 有識者会議を実施

・算出した費用便益比（B／C）は１．5（残事業２．１）

【淀川左岸線（１期）及び淀川左岸線（2期）】

⇒ 事業継続（Ａ）［完了時期を宣言し、重点的に実施するもの］

出典：「令和２年度 第２回 大阪市 建設事業評価 有識者会議」資料より

４．事業再評価の実施結果


